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当
初
予
算

平
成
22
年
度

■
問
合
せ

　

企
画
財
政
課  

℡
47

－

８
０
１
２

　

平
成
22
年
度
南
越
前
町
当
初
予
算
が
、
３
月
議
会
定
例
会
で
審
議
さ
れ
決
ま
り
ま
し
た
。

　

平
成
22
年
度
当
初
予
算
は
、
町
長
の
任
期
の
関
係
で
政
策
的
経
費
を
計
上
し
な
い「
骨
格

予
算
」と
し
た
平
成
21
年
度
当
初
予
算
と
比
較
す
る
と
６
億
５
、６
１
３
万
２
千
円
の
増
と

な
り
ま
し
た
が
、
町
長
就
任
後
の
政
策
的
経
費
や
新
規
事
業
等
を
計
上
し
た
６
月
補
正
予

算
後
と
比
較
す
る
と
２
億
１
、９
８
５
万
５
千
円
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

一
般
会
計

◇
平
成
22
年
度
一
般
会
計
予
算
の
概
要
◇

　

平
成
22
年
度
当
初
予
算
は
、
個
人
所
得
の

減
少
や
企
業
収
益
の
悪
化
等
に
よ
り
、
平
成

21
年
度
よ
り
も
さ
ら
に
税
収
入
の
減
少
が
見

込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
歳
入
を
過
大
に
見
積

も
る
こ
と
の
な
い
よ
う
留
意
し
つ
つ
、
歳
出

に
つ
い
て
は
、
南
越
前
町
総
合
計
画
に
基
づ

き「
５
つ
の
ま
ち
づ
く
り
」の
推
進
に
重
点
を

置
い
た
予
算
編
成
と
し
ま
し
た
。
ま
た
、
国

の
緊
急
経
済
対
策
に
あ
わ
せ
て
、
大
型
の
予

算
編
成
を
行
っ
た
平
成
21
年
度
３
月
補
正
予

算
と
の
一
体
編
成
と
し
、
町
民
の
皆
さ
ん
の

福
祉
向
上
と
地
域
経
済
の
活
力
創
出
を
図
る

た
め
に
必
要
不
可
欠
な
経
費
に
つ
い
て
積
極

的
に
予
算
化
し
て
い
ま
す
。

　

特
に
、
毎
月
確
実
に
支
出
さ
れ
る
経
常
的

な
経
費
が
予
算
の
約
９
割
を
占
め
て
い
る
財

政
事
情
を
踏
ま
え
、
職
員
の
給
料
や
光
熱
水

費
な
ど
の
更
な
る
節
減
に
取
り
組
む
一
方
、

安
全
性
を
確
保
す
る
こ
と
に
重
点
を
置
い
た

「
今
庄
中
学
校
耐
震
大
規
模
改
造
事
業（
校
舎

棟
）」、
集
落
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
て
利
用
可
能

と
な
る
補
助
事
業
の
実
施
な
ど
、
町
民
の
皆

さ
ん
に
と
っ
て
よ
り
良
い
町
と
な
る
た
め
の

必
要
な
経
費
を
積
極
的
に
予
算
に
盛
り
込
み

ま
し
た
。
ま
た
、
町
の
借
金
で
あ
る
地
方
債

は
、
発
行
限
度
額
の
上
限
を
定
め
る
こ
と
で

抑
制
を
図
り
、
減
債
基
金
の
計
画
的
な
積
み

立
て
で
返
済
に
備
え
ま
す
。

　

平
成
22
年
度
は
、
地
方
税
の
減
収
な
ど
に

よ
り
長
期
的
に
深
刻
な
一
般
財
源
不
足
に
陥

る
こ
と
が
推
測
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
財
政
状

況
の
当
面
の
改
善
は
も
と
よ
り
、
あ
ら
ゆ
る

財
政
指
標
を
分
析
し
、
将
来
の
ま
ち
づ
く
り

を
踏
ま
え
た
財
政
運
営
に
取
り
組
み
ま
す
。

そ
の
指
針
と
し
て
、
平
成
20
年
度
に
策
定
し

た
財
政
健
全
化
計
画（
※
１
）や
公
営
企
業
経
営

健
全
化
計
画（
※
２
）に
掲
げ
た
さ
ま
ざ
ま
な
課

題
の
解
決
を
図
り
ま
す
。

人件費
14億4,984万4千円
18.6％

人件費
14億4,984万4千円
18.6％

公債費
13億5,265万7千円
17.3％

補助費等
12億6,647万円
16.2％

補助費等
12億6,647万円
16.2％

物件費
11億1,553万2千円

14.3％

物件費
11億1,553万2千円

14.3％

繰出金
9億8,768万3千円

12.7％

繰出金
9億8,768万3千円

12.7％

普通建設事業費
7億3,800万1千円

9.5％

普通建設事業費
7億3,800万1千円

9.5％

扶助費
7億1,256万6千円

9.1％

維持補修費
1億1,046万4千円 1.4％

貸付金 5,300万円 0.7％
積立金 489万円 0.1％
予備費 1,000万円 0.1％
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総
務
費

８
億
４
、０
２
１
万
４
千
円

民
生
費

16
億
９
、２
９
８
万
５
千
円

衛
生
費

６
億
７
９
３
万
７
千
円

労
働
費

２
、９
４
２
万
７
千
円

農
林
水
産
業
費

８
億
５
、１
５
４
万
８
千
円

商
工
費

４
億
１
、５
８
４
万
円

土
木
費

６
億
２
、４
６
３
万
３
千
円

教
育
費

９
億
５
、３
２
２
万
４
千
円

公
債
費

13
億
５
、２
６
５
万
７
千
円

諸
支
出
金

３
５
１
万
１
千
円

予
備
費

１
、０
０
０
万
円

消
防
費

３
億
３
、９
９
８
万
５
千
円

議
会
費

７
、９
１
４
万
６
千
円

（千円）

地方税
13億3,280万8千円
17.1%

諸収入
1億8,649万5千円
2.4%
分担金及び負担金
9,383万3千円
1.2%

使用料及び手数料
4,506万円
0.6%
その他（※3）
3,650万6千円
0.4%

地方交付税
40億円
51.3%

県支出金 
9億4,891万5千円

12.2%

地方債
5億7,530万円

7.4%

国庫支出金
3億5,228万9千円

4.5%

県支出金 
9億4,891万5千円

12.2%

地方債
5億7,530万円

7.4%

地方消費税交付金 9,100万円 1.2%
地方譲与税 8,800万1千円 1.1%
自動車取得税交付金 2,200万円 0.3%
その他（※4） 2,890万円 0.3%

（※3）の内訳 ： 財産収入3,144万7千円（0.40%）、繰入金505万9千円（0.06%）
（※4）の内訳 ： 地方特例交付金1,890万円（0.24%）、利子割交付金500万円（0.06%）、
 　　配当割交付金200万円（0.03%）、交通安全対策交付金200万円（0.03%）、
 　　株式等譲渡所得割交付金100万円（0.01%）

国庫支出金
3億5,228万9千円

4.5%

（自主財源）
21.7%

（自主財源）
21.7%

（依存財源）
78.3%

平成22年度南越前町予算

120億3,707万4千円
一般会計　78億 110万7千円
特別会計　40億1,145万4千円
企業会計　 2億2,451万3千円

（
※
１
）

財
政
健
全
化
計
画

　

行
政
改
革
推
進
の
一
環
と
し

て
、
権
限
移
譲
・
ニ
ー
ズ
の
多
様

化
な
ど
地
方
分
権
社
会
へ
の
対

応
、
三
位
一
体
改
革
へ
の
対
応
、

そ
し
て
、
特
別
会
計
等
の
財
政
健

全
化
を
進
め
る
こ
と
に
よ
り
、
安

定
的
な
財
政
運
営
を
行
う
た
め
、

財
政
構
造
改
革
の
指
針
と
し
て

策
定
す
る
も
の
で
す
。

（
※
２
）

公
営
企
業
経
営
健
全
化
計
画

　

水
道
事
業
な
ど
の
経
営
健
全

化
・
効
率
化
を
推
進
し
、
経
営

基
盤
の
強
化
を
図
る
た
め
、
料

金
収
入
の
確
保
、
維
持
管
理
費

の
抑
制
な
ど
、
施
策
の
方
針
を

策
定
す
る
も
の
で
す
。

当
初
予
算

　

町
の
自
主
財
源
は
、
景
気
の

低
迷
な
ど
に
よ
り
個
人
所
得

の
減
少
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
な
ど
か
ら
個
人

町
民
税
が
大
幅
に
減
少
し
た
ほ
か
、
土
地
の

価
格
低
落
、
３
年
に
一
度
行
わ
れ
る
評
価
替

え
、
個
人
や
会
社
な
ど
が
新
し
く
償
却
資
産

を
取
得
し
な
い
こ
と
な
ど
か
ら
、
固
定
資
産

税
が
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
歳
入
予
算
の
７
割
以
上
を
占
め

る
国
な
ど
に
依
存
し
て
い
る
財
源
で
は
、
普

通
地
方
交
付
税
が
増
加
し
た
ほ
か
、
子
ど
も

手
当
の
新
設
に
伴
う
国
県
負
担
金
や
道
路
を

中
心
に
イ
ン
フ
ラ
整
備
を
対
象
と
し
た
地
域

活
力
基
盤
創
造
交
付
金
、
緊
急
雇
用
創
出
事

業
等
の
県
補
助
金
が
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
地
方
債
の
う
ち
、
後
年
度
に
地
方

交
付
税
と
し
て
保
障
さ
れ
る
臨
時
財
政
対
策

債
の
発
行
可
能
額
は
、
前
年
度
と
同
額
に

な
っ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
財
政
調
整
基
金
や
減
債
基
金
の
取

り
崩
し
に
よ
る
繰
入
金
は
計
上
し
て
い
ま
せ

ん
。

歳
入

歳
出
（
性
質
別
）

（
目
的
別
）

　

議
員
報
酬
や
職
員
の
給
料
な
ど
の
人
件
費
は
、
職
員
削
減
な
ど
に
よ

り
、
前
年
度
と
比
べ
２
・
７
％
減
少
し
ま
し
た
が
、
未
だ
予
算
総
額
の

18
％
余
り
を
占
め
て
い
ま
す
。
ま
た
、
使
用
料
や
備
品
購
入
費
な
ど
の

物
件
費
は
、
経
費
の
削
減
を
進
め
て
い
る
も
の
の
、
町
職
員
が
業
務
上

使
用
す
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
の
更
新
等
に
よ
り
14
・
９
％
増
加
し

て
い
ま
す
。
社
会
保
障
関
係
の
経
費
で
あ
る
扶
助
費
は
、
子
ど
も
手
当

の
創
設
な
ど
に
伴
い
、
前
年
度
と
比
べ
35
％
近
く
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

学
校
、
道
路
等
の
社
会
資
本
の
整
備
に
要
す
る
投
資
的
経
費
は「
今
庄

中
学
校
耐
震
大
規
模
改
造
事
業（
校
舎
棟
）」や「
町
道
改
良
事
業
」、「
福

祉
バ
ス
購
入
事
業
」等
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
予
算
総
額
の
17
％
余
り
を
占
め
る
公
債
費（
地
方
債
の
返
済
に

要
す
る
経
費
）は
、
前
年
度
と
比
べ
6
％
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

国
の
緊
急
経
済
対
策
に
伴
い
、
平
成
21
年
度
３
月
補
正

予
算
に「
今
庄
中
学
校
耐
震
大
規
模
改
造
事
業（
体
育
館
）」

を
計
上
し
た
た
め
、
教
育
費
は
減
少
し
て
い
ま
す
。
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住民に優しいまちづくり
平成 22年度当初予算
子ども手当………………………………………… 2億 1,840 万円
福祉バス購入事業………………………………………… 843 万円
施設用バス購入事業…………………………………… 1,074 万円
今庄診療所医療機械（心電図）整備事業………………… 389 万円

活き活きと働けるまちづくり
平成 21年度 3月補正予算
農業用排水路改修事業（阿久和区）…………………… 1,000 万円
林道今泉線改良事業…………………………………… 1,542 万円

平成 22年度当初予算
林道改良事業（林道北谷線など）……………………… 7,900 万円
緊急雇用創出事業およびふるさと雇用再生特別基金事業
�河川敷樹木伐採事業、まちづくりアンケート調査事業、
林道保全事業、地域福祉推進事業等の実施において臨時
作業員等を募集し、一時的な雇用機会を創出します。

　　……………………………………………………… 3,852 万円
中山間地域総合整備事業負担金

農業水利施設（パイプライン等）の基盤整備が実施されます。
　　……………………………………………………… 1,671 万円
水田利活用促進対策事業
米の需給調整と水田の有効活用を目的に、水田において
生産する作物に対して助成します。

　　……………………………………………………… 2,345 万円
農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業

農業水利施設（パイプライン等）の基盤整備を実施します。
　　……………………………………………………… 2,828 万円
明日の地域農業を支える担い手条件整備事業………… 926 万円
森林整備地域活動支援交付金………………………… 7,272 万円
大型クラゲ防除改良網導入支援事業…………………… 200 万円
甲楽城漁港修築事業……………………………………… 200 万円
南越前町産業フェア開催事業補助金…………………… 530 万円

安全安心して暮らせるまちづくり
平成 21年度 3月補正予算
町道道路改良事業（町道大道脇本線など）…………… 7,550 万円
河川災害防止事業（砂防河川浚渫事業）……………… 2,000 万円

平成 22年度当初予算
地震防災マップ作成事業………………………………… 499 万円
国県道等道路改良負担金……………………………… 1,941 万円
町道道路改良事業（町道鋳物師阿久和線など）…… 1億 990 万円
大良川改修事業…………………………………………… 789 万円
急傾斜地崩壊対策事業負担金（糠区など）……………… 997 万円
安全安心して暮らせるまちづくりネットワーク整備事業
　　……………………………………………………… 1,300 万円

人と文化を育むまちづくり
平成 21年度 3月補正予算
今庄中学校耐震大規模改造事業（体育館）…………… 9,961 万円

平成 22年度当初予算
今庄中学校耐震大規模改造事業（校舎棟）……… 2億 9,467 万円
私立幼稚園（認定子ども園）運営費補助金…………… 1,137 万円

住民主体のまちづくり
平成 22年度当初予算
集落自治振興交付金……………………………………… 745 万円
山海里集落支援事業…………………………………… 1,327 万円
まちづくり交付金……………………………………… 1,348 万円
地区集会所整備事業補助金……………………………… 707 万円
臨時職員登録制度事業…………………………………… 586 万円
梅の木オーナー事業…………………………………………45万円
ホタルの郷推進事業…………………………………………43万円

▲更新される南条地区の福祉バス▲道路を拡幅する町道鋳物師阿久和線

▲路面整備を実施する林道北谷線

▲耐震大規模改造が行われる今庄中学校
▲雑木等を伐採する日野川の河川敷地

▲梅の栽培や収穫等を体験できる梅の木オーナー事業

▲パイプラインが整備される湯尾－鯖波間
（中山間地域総合整備事業負担金）

▲急傾斜地崩壊対策が実施される糠区
（急傾斜地崩壊対策事業負担金）

平成22年度当初予算の主な事業平成21年度3月補正予算および
　町では、平成 21 年度 3 月補正予算において、国の緊急経済
対策にあわせて地域経済の活性化と生活対策を講じるための大
型予算を編成し、平成 22 年度当初予算においても、事業の優
先度、緊急度、集落要望等を踏まえ早急に取り組むべき課題に

ついて予算に盛り込み、これらを併せて、町民の皆さんの福祉
向上と地域経済の活力創出を図ることとしました。
　ここでは、平成 21 年度 3 月補正予算と平成 22 年度当初予
算の主な事業を基本施策ごとに紹介します。
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平成22年度当初予算
特別会計・企業会計

　南越前町には、14の特別会計と1の企業会計があり、
特定の事業について独立した予算で事業を行います。

特別会計予算40億1,145万4千円（　）は前年度増減額

国民健康保険
11億 2,566万 4千円
（5,995万 1千円）

南越前町国民健康保険に
加入している方の医療費
の給付などを行う会計

国民健康保険
今庄診療所

2億 8,255万 8千円
（801万 1千円）

今庄診療所を運営する会計

河野診療所
9,623万 7千円
（946万 3千円）

河野診療所を運営する会計

簡易水道
1億 7,754万 4千円
（47万7千円）

町内8カ所の簡易水道施設
と2カ所の飲料水供給施設
を維持管理、運営する会計

個別排水処理施設
1,179万円

（61万8千円）
個別合併浄化槽を維持管
理、運営する会計

農業者労働災害共済
621万円
（0千円）

町内で農作業中に災害を
受けた方を救済する会計

老人保健
12万 8千円

（△372万 1千円）
75 歳（一定の障害のある
方は 65 歳）以上の方の医
療費の給付などを行う会計

後期高齢者医療
1億 3,992万 7千円	

（26万7千円）
75 歳（一定の障害のある
方は 65 歳）以上の方の保
険料などの事務を行う会計

農業集落排水
4億 2,364万 6千円
（△4,231万 7千円）
町内 13 カ所の農業集落
排水施設を維持管理、運
営する会計

老人保健施設
1億 5,759万 5千円
（324万 9千円）

今庄老人保健施設を運営
する会計

介護保険
11億 9,399万 8千円
（5,768万 7千円）

介護が必要なお年寄りな
どにサービスを行う会計

ケーブルテレビ
1億 1,179万 7千円
（149万 3千円）

ケーブルテレビ施設を維
持管理、運営する会計

下水道
2億 8,236万円
( △ 807万円）

町内 2 カ所の下水道施設
を維持管理、運営する会計

代継基金運用
200万円

（△124万 5千円）
南条地区の青少年および青
少年団体の育成を行う会計

企業会計予算

2億2,451万3千円
水道事業　2億2,451万 3千円（2,096万円）

南条地区簡易水道事業（5施設）の統廃合により上水道事業として
新たに設置した施設を維持管理、運営する会計

当
初
予
算
編
成
に
あ
た
っ
て

☆�「
５
つ
の
ま
ち
づ
く
り
」の
施
策
展

開
を
基
本
に
、
住
民
生
活
に
直
結

し
た
事
務
事
業
の
適
切
な
選
択
と

重
点
配
分
を
行
い
ま
し
た
。

☆�

一
層
の
行
財
政
改
革
を
推
進
す
る

た
め
に
、
職
員
数
の
適
正
化
を
中

心
に
定
め
た
集
中
改
革
プ
ラ
ン
や

財
政
健
全
化
計
画
、
水
道
事
業
な

ど
の
公
営
企
業
経
営
健
全
化
計
画

の
目
標
達
成
に
取
り
組
み
ま
し

た
。

☆�

す
べ
て
の
事
務
事
業
に
つ
い
て
見

直
し
を
行
い“
不
要
不
急
”の
事
業

を
抑
制
し
、
事
業
の
選
択
と
集
中

を
図
り
ま
し
た
。

☆�

活
用
さ
れ
て
い
な
い
町
有
財
産
や

分
譲
宅
地
な
ど
の
売
却
可
能
資
産

の
処
分
に
つ
い
て
再
検
証
し
ま
し

た
。

☆�

企
業
会
計
を
含
む
特
別
会
計
に
つ

い
て
は
独
立
採
算
制
の
原
則
に
基

づ
き
、
適
正
な
歳
入
確
保
と
徹
底

し
た
歳
出
抑
制
に
努
め
ま
し
た
。

●�

経
常
収
支
比
率（
人
件
費
や
公
債

費
な
ど
経
常
的
経
費
の
占
め
る
割

合
で
、
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
示

す
率
で
す
。）

　

Ｈ
19 

91
・
７
％
⇨
Ｈ
20 

89
・
１
％

☆
２
・
６
ポ
イ
ン
ト
改
善

●�

実
質
公
債
費
比
率（
公
債
費
お
よ

び
公
債
費
に
準
ず
る
経
費
の
状
況

を
示
す
率
で
す
。）

　

Ｈ
19 

14
・
０
％
⇨
Ｈ
20 

15
・
７
％

☆
１
・
７
ポ
イ
ン
ト
悪
化

　

�

こ
の
率
が
18
％
を
超
え
る
と
、
知

事
の
同
意
で
発
行
で
き
る
地
方
債

は
、
総
務
大
臣
の
発
行
許
可
が
必

要
と
な
り
ま
す
。

●�

将
来
負
担
比
率（
公
債
費
や
職
員

の
退
職
金
な
ど
将
来
支
払
わ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
可
能
性
が
あ
る
残

高
を
示
す
率
で
す
。）

　

Ｈ
20 

１
１
９
・
５
％

　

�

県
内
17
市
町
中
、
９
番
目
に
将
来

の
財
政
負
担
の
見
通
し
が
悪
い
数

値
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

税
収
な
ど
の
一
般
財
源
総
額
の
伸
び
が
見
込
め
な
い
状
況
、
公
債
費
や
社
会

保
障
関
係
経
費
な
ど
の
義
務
的
な
経
費
の
増
加
が
引
続
き
見
込
ま
れ
る
現
状
を

踏
ま
え
、
平
成
20
年
度
の
決
算
状
況
※
を
分
析
し
な
が
ら
、
５
つ
の
基
本
的
な

取
り
組
み
方
針
を
定
め
ま
し
た
。

※
平
成
20
年
度
の
決
算
状
況

（
南
越
前
町
の
主
な
財
政
指
標
）


